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災害復興まちづくりに
関わるようになったきっかけ

私は建築の出身で，大学院から都市計画を専攻しま

した。個々の建築設計にも大いに興味を持っていたの

ですが，多くの建築家が活躍しているにもかかわらず，

日本の都市の街並みがどうして雑然としているのであ

ろうか，これが，私が都市に目を向けた最初の関心事

でありました。私は，日常的に都市が快適で住みやす

く，便利で，健康的かつ美しい都市をどのように造り

だすことができるのであろうか，という課題を掲げて

いました。

私が地理学科の助手になった翌年，1976年10月29

日夕方に山形県酒田市の映画館から出火し，折からの

季節風にあおられ，中心市街地23haを焼き尽くしま

した。あの酒田大火です。

私は，翌々日の早朝に，酒田市の焼け跡に立ちまし

た。まだ，焼け跡の市街地では，瓦の下には赤い燻り

火が残っているような状況だったように記憶していま

す。一晩で，歴史的な港町の中心市街地が焼失してし

まう。それは，私にはとてつもない驚きでした。知識

としては，関東大震災（1923年）時に東京では3600ha

もの市街地が焼失したことは知っていましたが，酒田

大火で焼失した市街地を目の当たりにしたことは，私

に「都市が便利で快適で美しい存在である前に，その

基礎的条件として安全であること」を強く思い至らせ

ました。私の都市防災研究は，この酒田市から始まり

ました。同時に，それは「都市復興計画」研究でもあ

りました。酒田大火の復興計画は，火災鎮火直後か

ら，市・県・国の協議が始まり，3日目には建築基準

法84条の建築制限区域の指定が公布され，4日目には

復興計画原案が公表され，1週間後には都市計画審議

会の了承を得て，32haの区域に都市区画整理事業を

中心とする復興計画が決定されたのです。これは「酒

田方式」と呼ばれ，20年後，阪神・淡路大震災の復

興都市計画のモデルとなったものでした。

具体的に調査研究した
災害事例とその特徴

1978年1月の伊豆大島近海地震（M7.0）に続く，同

年6月の宮城県沖地震（M7.4），仙台ではライフライン

の停止による生活支障が顕在化して「都市型地震災

害」という概念を日本で顕在化させたとともに，1981

年に建築基準法の新耐震基準への見直し制定のきっか

けとなった地震災害でした。また，1982年7月の長崎

豪雨災害も現地調査をさせていただきました。1983年

5月の日本海中部地震（M7.7）では，秋田県，青森県

で初めて津波災害の現地調査をしました。1984年9月

の長野県西部地震（M6.8）では，長野県王滝村で被災

者の生活復旧復興に関する全数調査を行ないました。
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それは，ハードな施設や機能の回復のみならず，被災

者にとっては生活・暮らし・住まいの回復と復興こそ

が課題であろうという問題意識を持ったからでした。

その発想から1986年には，酒田大火から10年目を

迎えた酒田市において，復興区画整理を行なった地区

の全世帯および事業所を対象に，復興10年間の実態

調査を行ないました。その結果を一言にまとめると，

「『区画整理や建物共同化・不燃化などによってハード

面では安全な市街地に復興したが，生活や商店経営な

どのソフト面では災害以前の状態に回復していない』

が1／3を超え，苦しい状況にある」というもので，災

害復興の難しさを実感しました。

その後，1993年7月の北海道南西沖地震では，津波

災害によって大きな被害を被った奥尻島において，4次

にわたる実態調査を地域安全学会震災調査研究会で行

ない，被災者の生活復旧復興過程を分析していました。

このとき，同時に東京都では切迫する直下地震への対

策を検討するために，「直下地震の被害想定」調査に取

り組んでいました。1994年1月，アメリカ・ロサンゼ

ルス郊外市街地の直下で，まさに都市直下の地震，ノ

ースリッジ地震（M6.8）が発生し，東京都の調査団の

一員として現地調査に参加しました。その知見を含め

て東京直下の地震の被害想定をとりまとめている最中

に，1995年1月17日兵庫県南部地震が発生しました。

最初の現地調査は，東京都防災会議の調査団に専門委

員として参加しました。同時に，建築学会の特別調査

研究委員会と都市計画学会の特別委員会を中心に，阪

神・淡路大震災調査研究に取り組んできました。

なお，その後発生した，1999年8月のトルコ・コジ

ャエリ地震（M7.7），9月の台湾・集集地震（M7.7）

については，学際的にその復興過程について阪神・淡

路大震災との比較研究として継続しています。

災害復興まちづくりという視点から
災害対策に取り組む理由

酒田大火の復興計画についての調査などをしていま

したが，阪神・淡路大震災までは，実は復興問題の重

要性をそれほど強く意識していたわけではありません。

むしろ，元々，自分の出身分野が都市計画ですし，事

前に街や都市を安全な空間に整備して

いく「防災まちづくり」や「防災都市づ

くり」こそが基礎であり，最も重要で

あると考えてきました。その前提とし

て東京都が実施してきた「地震に関す

る地域危険度」測定調査にも参加する

機会を得て，防災まちづくりの東京都

モデルともいうべき「防災生活圏整備

モデル事業」の策定や，その実践とし

てのモデル計画の検討などにも参加し

てきました。いまでも，事前にどれだ

け「建物の耐震化・不燃化を促進し，

さらに密集市街地で消防車が接近でき

救出や消防活動がしやすいように細街

路の拡幅整備や小広場づくり，行き止

まり路地の解消などの街づくり整備」

を実践して，災害発生時の直接被害を

軽減するかが，「防災の基本」であると

思っています。

しかし，阪神・淡路大震災の被災地

での応急対応や復旧復興の困難な実践

過程が明らかになるにつれて，災害直

後から復旧復興までの事後対応の重要

性について，改めて考えるところがあ

りました。事後対応といっても，「どれ

だけ事前に準備していたかが，事後の

対策効果を規定する」「事後の対策で，

二次的な被害を軽減するとともに，間

接被害を軽減する」という被害軽減対

策であることを，改めて思い知らされ

ました。つまり，災害復興といえども，

事前に準備していることが重要なのだ

ということです。

とくに，東京都の区部直下地震の被害想定では，東

京の被害規模は，住宅の全壊・全焼が42万棟に達し，

阪神・淡路大震災の10万棟の4倍以上に達するのです

から，阪神・淡路大震災と同じような復興の進め方も

困難であるということがわかったからです。

そこで，東京都の阪神・淡路大震災調査報告書に

「復興問題への事前取り組み」を提言したのですが，

1997年に「東京都・都市復興マニュアル」，1998年に
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「東京都生活復興マニュアル」，その復

興でめざすべき都市像として2000年に

「震災復興グランドデザイン」を策定

し，さらに2003年に「東京都震災復興

マニュアル」に改訂されました。そこ

では，膨大な被害規模となる震災から

の復興は「地域力」を基礎とする「地域

協働復興」という考え方が打ち出され，

その社会実験として「復興まちづくり

模擬訓練」を実施することになったわ

けです。2004年には練馬区貫井地区で

行ないましたし，今年は鐚飾区新小岩

で行なっています。

災害過程では最後の段階ともいうべ

き「震災復興」ですが，模擬訓練を通

して，これまで防災訓練では避難所開

設と自主運営まではイメージし，訓練

もしてきたのですが，その次のステッ

プとして「応急仮設住宅」のあり方，

さらにその先の「生活・住まい・街の

復興」については考えてもこなかった

ということを自覚したのです。そして，

自宅が全壊や全焼してしまうと，その

復興がいかに大変であるかを垣間見る

ことによって，むしろ事前の「被害軽

減のまちづくり」の重要さにも気がつ

いたのです。つまり，復興まちづくり

は，復興のためのみならず，事前の防

災まちづくりの重要性を気づかせたの

です。しかも，事前に防災まちづくり

の取り組みを地区で行なっておくこと

が，災害後の復興まちづくりを推進す

る上で重要な地域力なのだということにも気がついた

わけです。まさに，「復興は復興のためならず，防災

は防災のためならず」なのです。

災害復興まちづくりに
必要とされる専門家

災害復興まちづくりは，生活・仕事・住まい・街を

同時に復興させていくことが必要になります。平時の

まちづくりですと，生活・仕事・住まいが一応あっ

て，その上に「街」づくりを考えていくわけですが，

災害復興では個人の基盤が失われて，その再構築とい

うことが含まれますから，大変です。しかも，住まい

の復興と街の復興は大いに関連します。まちづくりは

多くの関係地権者の「合意」によって初めて可能とな

りますから，最も重要なポイントは「合意の形成」だ

と思いますが，その前提には，被災者個人個人の生

活や仕事や住まいの復興問題があり，それらはきわめ

て多様です。

阪神・淡路大震災の後，復興に関して都市計画学会

などでの議論の中で「連続復興」と「複線復興」とい

う概念が重要であるとして提起しました。連続復興と

は，被災直後の避難所から仮住まい，そして本格復興

へと連続する対策展開が重要であること，そして複線

復興とは，多様な状況・属性にある被災者の希望に応

えられるような多様な対策の展開が重要であるという

ことです。復興まちづくりには，部局間が連携した

「行政」と市民との連携を基礎に，街やマンションな

どでの合意形成に関わるまちづくりプランナーなどの

専門家，土地家屋などの関係権利に関わる専門家，生

活・仕事・住まい・街に関わる法的課題に対応する弁

護士などの法律専門家，住宅やマンションなどの建築

技術に関わる専門家，商店街や自営業など地域の産業

復興に関わる専門家など，都市を支えているシステム

が壊れて，それを修復・復興するのですから，それら

に関わるすべての専門家が必要ではないでしょうか。

災害復興まちづくりでの
弁護士の役割

弁護士に対する一般的な印象は，「法律相談」では

ないでしょうか。復興まちづくりでも，関連する既往

の法律に関する相談業務が，第一にあると思います。

それも，生活・仕事・住まいに関する個人レベルの相

談がまずありますが，同時に，復興まちづくりに向け

ての，地域社会あるいは関係権利者の集団としての相

談があると思います。つまり，第二は，「合意の形成」

と同時進行するまちづくり相談業務といえます。
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前者の対応は，これはお手の物と思いますが，後者

は，平時ではあまり経験がないのではないでしょうか。

まちづくりを巡って揉め事になったときに弁護士さん

に相談して，揉め事を収めていくというイメージです

が，法律的に揉め事が収まっても，それが「合意」に

なっていかないとまちづくりにはならないからです。

その意味で，支援機構の設立シンポジウムの時にお話

ししたのですが，ある被災事例に対して，どのような

復興ゴールのイメージを持って支援していくかがとて

も重要なのだと思います。たとえば，被災マンション

の再建支援に関わったとき，「大幅修理」と「建替更

新」とで割れたとき，補助者的な観点から両者の違い

を説明するだけでいいのか，ということです。いずれ

かに合意形成できないと，再建できないのですから，

弁護士さんも，ある種「復興イメージ」をもって，対

応していく必要がある。それが被災者の合意形成につ

ながるものでなければならないということではないで

しょうか。

そして第三に，被災後によりよい再建・復興を進め

るために，新たな法制度を研究し，提案し，創設して

いくということも重要な支援業務であると思います。

行政的にも多くの新制度が創設されるでしょうが，被

災者の立場に立った制度創設への発言は重要な支援機

構の役割であると確信しています。

大規模災害対策における
現在の問題点

今年の3月に首都直下の地震の被害想定が中央防災

会議・首都直下地震対策専門調査会から公表されまし

た。私もその委員をしていますが，その震災像は「ス

ーパー都市災害」です。首都機能および経済中枢機能

に関わる事態の発生や，阪神・淡路大震災の5倍，10

倍の被害規模です。住家の全壊全焼85万棟，避難者

450～700万人，帰宅困難者650万人などという巨大

な数字は，行政の対応対策では，絶望です。誰かが取

り扱って何とかできる量ではありません。問題は，東

京の一人一人が本当に「自立」できるか，ということ

が問われています。一人一人が自立して防災に取り組

み，被害の軽減に努め，被災に対処していくことでし

か，乗り越えられないのが，首都直下

の大規模災害です。その意味で，我々

は，「災害復興まちづくり支援機構」で

すが，復興まちづくりを前倒しして，

事前復興を実現できるように支援して

いく。つまり，事前の防災まちづくり

への支援も同時に進めることが最も重

要で，かつ最大の問題ではないかと思

います。

弁護士を含めた専門家が
いま，すべきこと

1つは，今お話しした「事前復興の

まちづくり」の実践です。防災まちづ

くりを通して，地域の皆さんとともに，

支援機構に集まった専門家もまちづく

りを考え，実践していくことです。そ

れによって，建物の更新や耐震強化ま

ではなかなか進まなくても，まちづく

りとはなんぞや，どんな街が安全で快

適な街なのか，それに至るにはどのよ

うな問題があるのかを議論しておくだ

けでも，地域のまちづくり組織の形成

に結びつき，いざというときの復興ま

ちづくりに役立ちます。東京都では，

震災復興マニュアルに基づいて，「復興

まちづくり模擬訓練」を各地で進めて

います。それは，東京都と地元の区の

みならず，支援機構に参加されている

各士業界の皆さんや私ども大学や，ま

ちづくりプランナーも参加して，みんなが「訓練」し

ています。このようなトレーニングと研修はとても大

事だと思います。

もう1つは，私たち一人一人が，自分の生活・住ま

い・職場で地震への備えを実行して，「災害に強い専

門家」になっていくことです。医者の不養生は，避け

なければなりませんよね。支援機構が被支援機構にな

っては，笑い話にもなりません。
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